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集計の概要 
 

 

 

1. 概要 

統計局では、平成16年全国消費実態調査を対象に、公表可能な統計表に基づいて作成さ

れた、広く一般的に活用可能なミクロデータの作成手法について、独立行政法人統計セン

ターと共同研究を行った。本件はその成果に基づき、平成21年全国消費実態調査結果を用

いた集計結果を取りまとめたものである。 

 

 

2. 集計対象 

平成21年全国消費実態調査の二人以上の世帯（家計収支編）のうち、約９割を無作為抽

出するとともに、収支金額が高額な世帯を除外した上で集計を行った。そのため、平成21
年全国消費実態調査結果とは一致しない。 

 

 

3. 度数、世帯数分布、平均及び標準偏差の算出 

全世帯、勤労者世帯別に、集計項目の組ごとに、度数（集計世帯数）、世帯数分布（抽

出率調整）及び収支項目別の平均値（加重）、標準偏差（加重）を求める。 

 

（１） 集計項目の組 

全世帯 

 

 

 

 

 

 

勤労者世帯 

 

 
 
 
 
（２） 度数（集計世帯数） 

集計項目の組ごとに、世帯ごとに付与された集計用乗率を用いず、実分布による集計

世帯数を算出する。 
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また、連続して３か月間調査していない世帯等の集計対象世帯の取り扱いについては、

本調査と同様、例えば２か月のみ調査した世帯については２／３の世帯として含めてい

る（以下同じ）。 

 ３大都市圏
か否か × 世帯人員 × 就業人員 ×

住居の所有

関係 

 

× 
就業・非就

業の別 
× 年齢階級１ × 年齢階級２ 

 
産業符号 × 職業符号 × 企業規模 × 年齢階級 

 

Ｍ：集計可能な調査票の有無 
i ：市区町村 
j ：世帯 
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（３） 世帯数分布（抽出率調整） 

集計項目の組ごとに、世帯ごとに付与された集計用乗率βを用い、次のとおりの推定

式により、世帯数分布（抽出率調整）を算出する。 
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（４） 平均値（加重） 

集計項目の組ごとに、世帯ごとに付与された集計用乗率βを用い、次のとおりの推定

式により、収支項目別の平均値（加重）を算出する。  

 

 

 

（５） 標準偏差 
集計項目の組ごとに、世帯ごとに付与された集計用乗率βを用い、次のとおりの推定

式により、収支項目別の標準偏差（加重）を算出する。  

（参考）変形式 

 

 

 

4. 相関係数の算出 

全世帯、勤労者世帯別に、収支項目別の相関係数を算出する。 
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：集計項目 




